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１．四半期財務諸表の作成等に係る事項

 

 ①　会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無　：無

 ②　最近会計年度からの会計処理の方法の変更の有無　：無

 ③　公認会計士又は監査法人による関与の有無　　　　：無

 

２．平成20年２月期第１四半期の業績（平成19年３月１日～平成19年５月31日）

(1）経営成績の進捗状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益 四半期（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年2月期第1四半期 1,169 － 42 － 52 － 27 －

19年2月期第1四半期 － － － － － － － －

（参考）平成19年2月期 3,750 － 105 － 100 － 45 －

１株当たり四半期
（当期）純利益

潜在株式調整後
１株当たり四半期
（当期）純利益

円 銭 円 銭

20年2月期第1四半期 708 36 676 78

19年2月期第1四半期 － － － －

（参考）平成19年2月期 1,261 37 1,197 20

（注）１.前年同四半期については、四半期決算を行っていないため記載を省略しております。

 ２.期中平均株式数　平成20年２月期第１四半期　38,475株　平成19年２月期　36,339株

 

 〔経営成績の進捗状況に関する定性的情報等〕

 当第１四半期におけるわが国経済は、原油価格の高騰、金利の引き上げなど懸念要因はあるものの、企業収益の改善や

需要の増加を受けて全般的に設備投資が増加し、雇用情勢においても改善が見られるなど、景気は緩やかに回復しながら

推移いたしました。

 このような市場環境の下、当社は当第１四半期におきまして、商業飲食店舗の開発、再開発事業（コマーシャル事業）

として１店舗の新規出店を行い、第１四半期会計期間末の店舗数は27店舗となりました。

 東京都港区赤坂の東京ミッドタウンに３月に新規出店したシャンパン・ビストロ「orangé」は、予想を大きく超える集

客数によって、当初予想売上を上回って推移いたしました。また、前期ブライダル受注に遅れが生じた「GARLANDS」につ

きましては、第１四半期会計期間末にて当期受注組数計画に対して70％の進捗を達成し、売上におきましても順調に推移

しております。既存店全体の売上につきましては、業績安定のための各種施策を実施することで前期と同水準にて、引き

続き堅調に推移いたしました。

 このような結果、当第１四半期の業績につきましては、売上高1,169百万円、営業利益42百万円、経常利益52百万円、

第１四半期純利益27百万円となりました。

 なお、当社は３月に海外進出の足がかりとして、オーストラリアに子会社「ZETTON OCEAN ROOM PTY LIMITED」を設立

し、６月にシドニーのレストラン「OCEAN ROOM」を取得することで海外展開を開始しております。
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(2）財政状態の変動状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年2月期第1四半期 1,903 656 34.4 17,059 79

19年2月期第1四半期 － － － － －

（参考）平成19年2月期 1,643 629 38.3 16,351 43

 （注）１.前年同四半期については、四半期決算を行っていないため記載を省略しております。

 ２.期末発行済株式数　平成20年２月期第１四半期　38,475株　平成19年２月期　38,475株

 

(3）キャッシュ・フローの状況　　　　　　　　　　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。  

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年2月期第1四半期 101 △262 138 369

19年2月期第1四半期 － － － －

（参考）平成19年2月期 298 △480 324 392

 （注）前年同四半期については、四半期決算を行っていないため記載を省略しております。

 

 〔財政状態の変動状況に関する定性的情報等〕

 ①貸借対照表の状況

 　当第１四半期会計期間末の資産につきましては、関係会社短期貸付金181百万円が発生したこと、また新規出店等に関

して建物や器具備品を取得し有形固定資産が33百万円、差入保証金が20百万円増加したこと等の結果、前事業年度と比べ

て259百万円増加（前事業年度末比15.7％増）し、1,903百万円となりました。

 負債につきましては、店舗数の増加に伴い買掛金が59百万円、未払金が28百万円増加し、従業員数増加に伴い未払費用

が36百万円増加いたしました。また、新規出店のために借入をしたことにより借入金が138百万円増加したこと等の結果、

前事業年度末と比べて232百万円増加（前事業年度末比22.8％増）し、1,247百万円となりました。

 　純資産につきましては、当期純利益27百万円を計上した結果、前事業年度末と比べて27百万円増加（前事業年度末比

4.3％増）の656百万円となり、自己資本比率は34.4％となりました。

 ②キャッシュ・フローの状況

 当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物の残高は369百万円となり、前事業年度末と比較して22百万円の減

少となりました。

 「営業活動によるキャッシュ・フロー」は101百万円の収入となりました。主なプラス要因は、税引前第１四半期純利

益52百万円、減価償却費32百万円、仕入債務の増加額59百万円、未払費用の増加額35百万円等であり、主なマイナス要因

は、売上債権の増加額34百万円、法人税等の支払額48百万円等であります。

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」は262百万円の支出となりました。主な要因は有形固定資産の取得による支出

79百万円と関係会社への貸付による支出179百万円等によるものです。

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」は138百万円の収入となりました。要因は長期借入による収入200百万円と長期

借入金の返済による支出61百万円によるものです。

 

３．平成20年2月期の業績予想（平成19年3月1日～平成20年2月29日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 2,000 80 40

通期 4,500 130 67

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　1,765円70銭

 

 〔業績予想に関する定性的情報等〕

 業績予想につきましては、現時点において平成19年4月16日に公表いたしました業績予想から変更ありません。
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１．四半期財務諸表

(1）四半期貸借対照表

  
当第１四半期会計期間末
（平成19年５月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金  369,764   392,429   

２　売掛金  89,152   54,586   

３　食品材料  25,139   22,106   

４　関係会社短期貸付金  181,110   ―   

５　その他  56,638   52,067   

貸倒引当金  △694   △611   

流動資産合計   721,112 37.9  520,579 31.7

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産 ※1       

(1）建物  805,008   747,562   

(2）器具備品  115,597   93,394   

(3）建設仮勘定  8,510   53,776   

(4）その他  8,207   8,701   

有形固定資産合計  937,323  49.2 903,435  55.0

 ２　無形固定資産  17,763  0.9 15,746  1.0

３　投資その他の資産        

(1）差入保証金  181,611   160,838   

(2）その他  45,643   43,337   

投資その他の資産合計  227,254  11.9 204,176  12.4

固定資産合計   1,182,341 62.1  1,123,357 68.3

資産合計   1,903,453 100.0  1,643,937 100.0
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当第１四半期会計期間末
（平成19年５月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　買掛金  296,928   237,089   

２　一年内返済予定長期借入
金

 233,562   210,292   

３　未払金  104,237   75,441   

４　未払費用  136,217   100,123   

５　その他 ※2 86,020   116,652   

流動負債合計   856,964 45.0  739,599 45.0

Ⅱ　固定負債        

１　長期借入金  390,113   275,216   

固定負債合計   390,113 20.5  275,216 16.7

負債合計   1,247,077 65.5  1,014,815 61.7

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   330,540 17.3  330,540 20.1

２．資本剰余金        

(1）資本準備金  252,743   252,743   

資本剰余金合計   252,743 13.2  252,743 15.4

３．利益剰余金        

(1）その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  73,091   45,837   

利益剰余金合計   73,091 3.8  45,837 2.8

株主資本合計   656,375 34.4  629,121 38.3

純資産合計   656,375 34.4  629,121 38.3

負債純資産合計   1,903,453 100.0  1,643,937 100.0
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(2）四半期損益計算書

  
当第1四半期会計期間

 (自　平成19年3月1 日
至　平成19年5月31日）

前事業年度の要約損益計算書
 (自　平成18年3月1 日
至　平成19年2月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   1,169,684 100.0  3,750,628 100.0

Ⅱ　売上原価   361,303 30.9  1,129,146 30.1

売上総利益   808,381 69.1  2,621,481 69.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費   765,514 65.4  2,516,349 67.1

営業利益   42,866 3.7  105,131 2.8

Ⅳ　営業外収益  ※1  12,341 1.0  22,763 0.6

Ⅴ　営業外費用  ※2  3,063 0.3  27,370 0.7

経常利益   52,144 4.4  100,524 2.7

Ⅵ　特別損失  ※3  ―   3,284 0.1

税引前第１四半期（当
期）純利益

  52,144 4.4  97,240 2.6

法人税、住民税及び事業
税

 21,979   43,400   

法人税等調整額  2,910 24,890 2.1 8,001 51,402 1.4

第１四半期（当期）純利
益

  27,254 2.3  45,837 1.2
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(3）四半期株主資本等変動計算書

当第１四半期会計期間（自　平成19年3月1日　至　平成19年5月31日）

株主資本
 評価・換算差額

等合計

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
 その他有価証券
評価差額金

資本準備金

その他利益剰余
金

繰越利益剰余金

平成19年２月28日　残高
（千円）

330,540 252,743 45,837 629,121 ― 629,121

第１四半期会計期間中の変動額

第１四半期純利益 ― ― 27,254 27,254 ― 27,254

第１四半期会計期間中の変動額
合計

 （千円）
― ― 27,254 ― ― ―

平成19年５月31日　残高
（千円）

330,540 252,743 73,091 656,375 ― 656,375

 前事業年度（自　平成18年3月1日　至　平成19年2月28日）

株主資本
 評価・換算差額

等合計

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
 その他有価証券
評価差額金

資本準備金

その他利益剰余
金

繰越利益剰余金

平成18年２月28日　残高
（千円）

154,200 123,711 △47,308 230,603 468 231,072

事業年度中の変動額

　新株の発行 176,340 176,340 ― 352,680 ― 352,680

　資本準備金の取崩し ― △47,308 47,308 ― ― ―

当期純利益 ― ― 45,837 45,837 ― 45,837

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

― ― ― ― △468 △468

事業年度中の変動額合計

 （千円）
176,340 129,032 93,145 398,517 △468 398,049

平成19年２月28日　残高
（千円）

330,540 252,743 45,837 629,121 ― 629,121
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(4）四半期キャッシュ・フロー計算書

  
当第１四半期会計期間

（自　平成19年３月１日
至　平成19年５月31日）

前事業年度の要約キャッシュ・フ
ロー計算書

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・
フロー

   

税引前第１四半期（当期）
純利益

 52,144 97,240

減価償却費  32,257 106,630

受取利息及び受取配当金  △0 △273

支払利息  2,796 10,708

為替差益  △2,630 ―

貸倒引当金の増加額  83 268

固定資産除却損  ― 508

保険解約返戻損  ― 1,355

株式交付費  ― 14,555

売上債権の増加額  △34,565 △14,645

未収入金の減少額

 （△：増加額）
 2,161 △603

たな卸資産の増加額  △3,038 △9,271

前払費用の減少額

 （△：増加額）
 642 △9,029

預け金の減少額

 （△：増加額）
 9,695 △9,695

その他流動資産の増加額  △16,727 △1,677

仕入債務の増加額  59,838 70,261

未払金の増加額  15,334 17,961

未払費用の増加額  35,937 23,944

その他流動負債の増加額

 （△：減少額）
 1,032 △1,250

小計  154,960 296,988

利息及び配当金の受取額  0 284

利息の支払額  △4,410 △11,112

法人税等の支払額  △48,759 11,880

営業活動によるキャッシュ・
フロー

 101,790 298,040
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当第１四半期会計期間

（自　平成19年３月１日
至　平成19年５月31日）

前事業年度の要約キャッシュ・フ
ロー計算書

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・
フロー

   

定期積立預金の払戻によ
る収入

 ― 13,007

有形固定資産の取得によ
る支出

 △79,364 △444,586

無形固定資産の取得によ
る支出

 △3,048 △17,082

投資有価証券の取得によ
る支出

 ― △450

投資有価証券の売却によ
る収入

 ― 3,494

貸付けによる支出  △570 △1,550

貸付金の回収による収入  405 1,265

関係会社への貸付による
支出

 △179,597 ―

保証金の支払による支出  △546 △56,003

保証金の解約による収入  355 2,118

長期前払費用の取得によ
る支出

 ― △13,219

保険積立金の支出  △246 △1,139

保険積立金の解約による
収入

 ― 33,680

その他投資等による支出  △9 10

投資活動によるキャッシュ・
フロー

 △262,622 △480,456

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・
フロー

   

長期借入れによる収入  200,000 380,000

長期借入金の返済による
支出

 △61,833 △394,119

株式の発行による収入  ― 338,124

財務活動によるキャッシュ・
フロー

 138,167 324,005

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減
額

 △22,664 141,589

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首
残高

 392,429 250,840

Ⅵ　現金及び現金同等物の第１
四半期末（期末）残高

 369,764 392,429
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
当第１四半期会計期間

（自　平成19年３月１日
至　平成19年５月31日）

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

１．資産の評価基準及び評価方法 （1）有価証券

   時価のないもの・・・移動平均法による原価法を

採用しております。

 

（1）有価証券

  時価のないもの・・・同左

  （2）たな卸資産

 　　 食品材料

  最終仕入原価法による原価法を採用しておりま

す。

      貯蔵品

  最終仕入原価法による原価法を採用しておりま

す。

 （2）たな卸資産

      食品材料

  同左

 

      貯蔵品

  同左

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

  定率法（ただし平成10年４月１日以降取得の建

物（附属設備を除く）は定額法を採用しておりま

す。

  なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

  建物・・・・・・８年～20年

  構築物・・・・・10年～20年

  器具備品・・・・２年～15年

(1）有形固定資産

  同左

 

 

 (2）無形固定資産

  定額法を採用しております。ただし、ソフトウェ

ア（自社利用分）については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。

(2）無形固定資産

  同左

 

 

 (3）長期前払費用

  均等償却によっております。

  なお、償却期間については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。

(3）長期前払費用

  同左

 

 

３．繰延資産の処理方法 ───── 株式交付費

  株式交付費は、支出時に全額費用処理しております。

４．引当金の計上基準 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収不能見込額を計上しております。

貸倒引当金

  同左

５．外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、第１四半期会計期末の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

 ─────

  

６．リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

  同左

７．四半期キャッシュ・フロー計

算書（キャッシュ・フロー計

算書）における資金の範囲

  手許資金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

  同左

８．その他四半期財務諸表（財務

諸表）作成のための基本とな

る重要な事項

  消費税等の処理方法

    税抜方式によっております。

  消費税等の処理方法

    同左
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

当第１四半期会計期間
（自　平成19年３月１日
至　平成19年５月31日）

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

─────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

  当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号　平成17年12月９日）を適用しております。

  従来の「資本の部」の合計に相当する金額は629,121千円であります。

  なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。

─────　 （固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成14

年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会　平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。

  なお、これによる損益の影響はありません。

 ─────  （ストック・オプション等に関する会計基準等）

  当事業年度から「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業

会計基準委員会　平成17年12月27日　企業会計基準第８号）及び「ス

トック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会　平成18年５月31日　企業会計基準適用指針第11号）を適用してお

ります。

 なお、これによる損益の影響はありません。

 ─────  （役員賞与に関する会計基準）

  当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会

　平成17年11月29日　企業会計基準第４号）を適用しております。

  なお、これによる損益の影響はありません。

 ───── （自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等の一部改正）

  当事業年度から、改正後の「自己株式及び準備金の額の減少等に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会　最終改正平成18年８月11日　企業

会計基準第１号）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会　最終改正平成18年８月11日　

企業会計基準適用指針第２号）を適用しております。

  なお、これによる損益の影響はありません。

 ───── （繰延資産に関する会計基準）

  当事業年度から、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」（実

務対応報告第19号　平成18年８月11日）を適用しております。

  なお、これによる損益の影響はありません。

（減価償却方法の変更） 

 　当第１四半期より、平成19年度の税制改正に伴い、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に規定

する減価償却の方法によっております。

 なお、この変更に伴う営業利益、経常利益及び税引前第１四半期純

利益に与える影響は軽微であります。

 ─────
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(5）注記事項

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成19年５月31日）

前事業年度末
（平成19年２月28日）

 ※１．有形固定資産の減価償却累計額  ※１．有形固定資産の減価償却累計額

 332,211千円  302,995千円

 ※２．消費税等の取扱い  ※２．同左

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、流動負債のそ

の他に含めて表示しております。

 

（四半期損益計算書関係）

当第１四半期会計期間
（自　平成19年３月１日
至　平成19年５月31日）

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

 ※１　営業外収益のうち主要なものは次のとおりであります。  ※１　営業外収益のうち主要なものは次のとおりであります。

 拡販協力金                                    9,483千円  拡販協力金                                   20,973千円

 ※２　営業外費用のうち主要なものは次のとおりであります。  ※２　営業外費用のうち主要なものは次のとおりであります。

 支払利息                                      2,796千円 支払利息                                     10,708千円

 株式交付費                                   14,555千円

 ※３　　　　　　　　　　　　─────  ※３　特別損失の内容は次のとおりであります。

 前期損益修正損                                1,419千円

 保険解約返戻金                                1,355千円

 ４　減価償却実施額  ４　減価償却実施額

 有形固定資産                                 29,216千円

 無形固定資産                                  1,031千円

 有形固定資産                                 96,895千円

 無形固定資産                                  2,473千円
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（四半期株主資本等変動計算書関係）

当第１四半期会計期間（自　平成19年３月１日　至　平成19年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当第１四半期会計期
間増加株式数

（株）

当第１四半期会計期
間減少株式数

（株）

当第１四半期会計期
間末株式数

（株）

発行済株式

普通株式 38,475 ― ― 38,475

合計 38,475 ― ― 38,475

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

 前事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当事業年度増加株式
数

（株）

当事業年度減少株式
数

（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式

普通株式 11,505 26,970 ― 38,475

合計 11,505 26,970 ― 38,475

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加26,970株は、第三者割当による新株の発行により増加320株、分割による株式数

の増加23,650株、公募増資による増加3,000株であります。

 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

 

 ３．配当に関する事項

 該当事項はありません。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期会計期間
（自　平成19年３月１日
至　平成19年５月31日）

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

 ※１.　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係　

 現金及び現金同等物        369,764千円

 ※１.　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係　

  現金及び現金同等物        392,429千円
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（リース取引関係）

当第１四半期会計期間
（自　平成19年３月１日
至　平成19年５月31日）

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び第１四半期会計期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

 
取得価額相当
額

(千円)

減価償却累計
額相当額

(千円)

四半期末残高
相当額

(千円)

 器具備品 247,180 127,108 120,072

合計 247,180 127,108 120,072

 
取得価額相当
額

(千円)

減価償却累計
額相当額

(千円)

期末残高相当
額

(千円)

 器具備品 211,557 91,822 119,734

合計 211,557 91,822 119,734

(2）未経過リース料第１四半期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 46,107千円

１年超 82,242千円

合計 128,350千円

１年内 40,313千円

１年超 82,340千円

合計 122,653千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 (3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 11,623千円

減価償却費相当額 10,882千円

支払利息相当額 864千円

支払リース料 41,561千円

減価償却費相当額 37,762千円

支払利息相当額 3,945千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

 同左

(5）利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。

(5）利息相当額の算定方法

 同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料

１年内 816千円

１年超 ―千円

合計 816千円

 （減損損失について）

 リース資産に配分された減損損失はありません。

１年内 1,632千円

１年超 ―千円

合計 1,632千円

 （減損損失について）

 同左
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（有価証券関係）

当第１四半期会計期間末（平成19年５月31日）

時価評価されていない主な有価証券の内容

 四半期貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 9,523

子会社株式 9

 （注） 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％を超えて下落した場合には全て減損処理

 を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性があると認められる場合を除き減損処理を行うこ

 ととしております。

 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当第１四半期会計期間において投資有価

証券評価損は計上しておりません。

 

 前事業年度末（平成19年２月28日）

 その他有価証券で時価のあるもの

 当事業年度に売却したその他有価証券（自平成18年３月１日至平成19年２月28日）

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

3,494 649 ―

 時価評価されていない主な有価証券の内容

 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

 非上場株式 9,523

 （注） 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％を超えて下落した場合には全て減損処理

 を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性があると認められる場合を除き減損処理を行うこ

 ととしております。

 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当事業年度において投資有価証券評価損

 は計上してりません。
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（デリバティブ取引関係）

当第１四半期会計期間（自　平成19年３月１日　至　平成19年５月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

前事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成19年３月１日　至　平成19年５月31日）

　該当事項はありません。

 

 前事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

 １．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

 （1）ストック・オプションの内容

平成16年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成18年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社の取締役１名、当社の従
業員４名、外部アドバイザー
４名

当社の取締役１名、当社の従
業員４名、外部アドバイザー
４名

当社の取締役２名、当社の監
査役１名、当社の従業員17名、
外部アドバイザー１名

ストック・オプション数 普通株式　576株 普通株式　576株 普通株式　1,500株

付与日 平成16年２月26日 平成16年２月26日 平成18年２月16日

権利確定条件

外部アドバイザーを除き、新
株予約権行使時において当社
の役員もしくは従業員である
ことを要する。

外部アドバイザーを除き、新
株予約権行使時において当社
の役員もしくは従業員である
ことを要する。

外部アドバイザーを除き、新
株予約権行使時において当社
の役員もしくは従業員である
ことを要する。

 対象勤務期間
平成16年２月26日～平成18年
２月26日

平成16年２月26日
平成18年２月16日～平成19年
11月30日

権利行使期間
平成18年２月27日～平成26年
２月26日

平成16年２月27日～平成26年
２月26日

平成19年12月１日～平成22年
11月30日

 （注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。

 なお、上記に記載されたストック・オプション数は、平成17年１月31日付数式分割（株式１株につき６株）、平成

18年７月１日付株式分割（株式１株につき３株）による分割後の株式数に換算して記載しております。

 

 （2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

 ①　ストック・オプションの数

平成16年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成18年
ストック・オプション

権利確定前                （株）    

 前事業年度  ―  ―  490

  付与  ―  ―  ―

 失効  ―  ―  ―

 権利確定  ―  ―  ―

 未確定残  ―  ―  1,470

 権利確定後                （株）    

 前事業年度末  192  192  10

 権利確定  ―  ―  ―

 権利行使  ―  ―  ―

 失効  ―  ―  ―

 未行使残  576  576  30

 （注）上記に記載されたストック・オプション数は、平成17年１月31日付株式分割（株式１株につき６株）、平成18年７

月１日付株式分割（株式１株につき３株）による分割後の株式数に換算して記載しております。
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 ②　単価情報

平成16年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成18年
ストック・オプション

権利行使価格              （円）  2,778  2,778  33,334

行使時平均株価            （円）  ―  ―  ―

公正な評価単価            （円）  ―  ―  ―

 （注）上記に記載された権利行使価格は、平成17年１月31日付株式分割（株式１株につき６株）、平成18年７月１日付株

式分割（株式１株につき３株）による分割後の株式数に換算して記載しております。

 

（持分法損益等）

 当第１四半期会計期間（自　平成19年３月１日　至　平成19年５月31日）

 該当事項はありません。

 

 前事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

  該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

当第１四半期会計期間
（自　平成19年３月１日
至　平成19年５月31日）

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

１株当たり純資産額 17,059.79円

１株当たり四半期純利益金額 708.36円

潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額
676.78円

１株当たり純資産額 16,351.43円

１株当たり当期純利益金額 1,261.37円

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
1,197.20円

───── 

 

 

 当社は、平成18年７月１日付で株式１株につき３株の株式

分割を行っております。

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前事業年度における１株当たり情報については、以下のと

おりとなります。

 １株当たり純資産額                     6,694.84円

 １株当たり当期純利益金額               6,494.81円

　（注）　１株当たり第１四半期（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

１株当たり第１四半期（当期）純

利益金額
  

第１四半期（当期）純利益（千

円）
27,254 45,837

普通株主に帰属しない金額

（千円）
― ―

普通株式に係る第１四半期（当

期）純利益（千円）
27,254 45,837

期中平均株式数（株） 38,475.00 36,339.65

   

潜在株式調整後１株当たり第１四半

期（当期）純利益金額
  

第１四半期（当期）純利益調整額

（千円）
― ―

普通株式増加数（株） 1,795.30 1,947.91

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり第１四半期（当

期）純利益の算定に含めなかった潜

在株式の概要

 

―

 

 

 

―
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（重要な後発事象）

当第１四半期会計期間
（自　平成19年３月１日
至　平成19年５月31日）

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

１．当社は、平成19年５月31日開催の取締役会において、

 平成19年６月１日をもってOCEAN ROOM PTY LIMITEDにお

けるレストラン「OCEAN ROOM」の事業を譲り受けること

を決議いたしました。

     なお、概要については次のとおりであります。

 （1）名称

 ZETTON OCEAN ROOM PTY LIMITED

 （2）譲受け価額および決済方法

 ①譲受け価額

 150万豪ドル

 ②決済方法

 事業譲受け日に現金決済により支払います。

 

 １．重要な子会社の設立

 （1）設立の趣旨及び理由

 これまでの事業展開において培われたノウハウと経験、

新たな市場において生かすべく、オーストラリアに子会

社を設立し、海外展開することといたしました。

 （2）名称

 ZETTON OCEAN ROOM PTY LIMITED

 （3）事業内容

 オーストラリアでの公共施設における店舗開発、再開

発事業（パブリックイノベーション＆リノベーション）

およびレストランブランドの開発、再開発事業（コマー

シャルイノベーション＆リノベーション）

 （4）資本金

 100豪ドル（9千円）

 （5）設立の時期

 平成19年３月30日

 （6）発行済株式総数

 100株

 （7）株主構成

 株式会社ゼットン　100％

 

 ２．当社は、平成19年４月27日開催の取締役会において、

子会社であるZETTON OCEAN ROOM LIMITEDに対して、事業

展開のための貸付を行うことを決議し、同日付で貸付を

行いました。

 なお、概要については次のとおりであります。

 （1）貸付金額

 151万豪ドル（149,607千円）

 （2）貸付期間

 ２ヶ月間

 （3）返済条件

 期日元金一括返済
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